













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































対象者 世帯主 世帯 １５歳以上の世帯員
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類不能の職業」という選択肢が調査票自体に設けられていた。
2）他の５項目は「絶望的だと感じたか」「落ち着かなく感じたか」「気が晴れない
ように感じたか」「何をするにも骨折りだと感じたか」「自分は価値のない人間
だと感じたか」であり，これらの項目の結果における「不詳」の比率は「神経
過敏」の項目とほぼ同程度であった。
3）調査票の直後の調査項目は｢５月２１日（月）～２７日（日）の就業日数･就業時間・
通勤時間」であるので，回答の際には５月の月末近くの時期の状態が主に意識
されていたと考えられる。
4）労働力調査の調査票の「休んでいた」に対応する選択肢は国民生活基礎調査の
調査票には設けられていない。国民生活基礎調査の調査票には，一時的に休ん
でいる場合は「仕事あり」と回答するよう指示されている。
むすびにかえて
本稿の以上の考察から，調査項目・世帯属性による相違は大きいものの，
標本数が中程度の規模の国民生活基礎調査においても，「不詳」率の水準か
ら判断される結果の精度の低下傾向が続いているといえる。ただし，精度の
低下の程度は客体数の規模が大きい調査よりも概ね小さい。また，大都市・
少人数・若年層の世帯において「不詳」が全般に多い傾向は，他の統計調査
とほぼ同様であった。さらに調査項目による「不詳」の発生率の相違は大
きく，「家計支出額」・健康関連項目などのように「不詳」が非常に多い場合
がある。
他の統計調査と共通の調査項目における「不詳」以外の回答の比率は，一
部の調査項目において相違が大きな場合がみられる。
最後に，調査項目間における「不詳」の発生状況の関係に触れておこう。
調査票における配置順に各調査項目の「不詳」が増えていれば，調査票の先
頭の項目から順に回答を記入している途中で放棄したケースが多いことを示
唆するが，最近の各年次の調査の結果にはそのような傾向は認められない。
むしろ世帯側の抵抗感には項目によって相当な差異があり，それが「不詳」
の発生率の相違をもたらしているとみるべきだろう。
さらに，「不詳」の発生は，調査票内で近くに配置されている調査項目の
１２４
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間で重なっている場合が多く，関連した複数の項目の回答が得られない場合
が多い点'）も注目すべき傾向であろう。
なお,地域別回収率･住居の構造別回収率などの実地調査の状況を立ち入っ
て分析するためのデータの公表が望まれる2)。
注
l）「年齢｣が｢不詳｣の４００万人のうち「医療保険加入状況」も「不詳」は１３２万人，
「就業時間｣が｢不詳｣の346.8万人のうち｢通勤時間」も「不詳｣は226.0万人,「勤
めか自営か」が「不詳」の７４８万人のうち「就業期間」も「不詳」は３４．８万人。
2）このほか「住居の（構造の）種類」「配偶者の有無」「仕送り先の有無」の項目
などでは「総数」と各分類項目の合計数が一致しており，一種の補正が行われ
ているのではないかと考えられる。
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